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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非官能化シリコーン材料を含む組成物をホットメルト処理する工程と、前記組成物を電
子ビーム照射にさらして架橋シリコーン系材料を形成する工程とを含み、前記組成物には
、実質的に触媒及び開始剤がない、架橋シリコーン系材料を作製する方法。
【請求項２】
　前記非官能化シリコーン材料が、２５℃で１，０００，０００ｍＰａ・秒以上の動的粘
度を有する、請求項１に記載の架橋シリコーン系材料を作製する方法。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の方法によって作製された、架橋シリコーン系材料。
【請求項４】
　第１の主面を有する基材と、前記基材の前記第１の主面の少なくとも一部分に接着され
た請求項３に記載の架橋シリコーン系材料を含有するシリコーン感圧性接着剤とを含む、
接着性物品。
【請求項５】
　前記基材が、フォームコア、紙、ウレタンポリマーフィルム、及びフルオロシリコーン
ライナーからなる群から選ばれる基材である、請求項４に記載の接着性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本開示は、シリコーン感圧性接着剤、シリコーンフォーム及び非粘着性シリコーンフィ
ルムを含むシリコーン材料に関する。より具体的には、本開示は、電子ビーム照射にさら
すことによって硬化されたシリコーン材料について述べる。
【背景技術】
【０００２】
　感圧性接着剤（ＰＳＡ）は、重要な部類の材料である。一般に、ＰＳＡは、軽い圧力（
例えば、指の圧力）で基材に接着し、一般にその最大結合力を達成するために後硬化（例
えば、熱又は放射）を必要としない。例えばアクリル、ゴム及びシリコーンを基にした系
を含む様々なＰＳＡ化学物質が入手可能である。シリコーンＰＳＡは、低界面エネルギー
（ＬＳＥ）面への接着、短い保圧時間での素早い接着、広い使用温度（即ち、極端に高い
温度及び低い温度での性能）、耐候性（紫外線（ＵＶ）放射、酸化及び湿度に対する耐性
を含む）、応力変化（例えば、印加応力の形態、頻度及び角度）の影響を受けにくいこと
、化学薬品（例えば、溶媒及び可塑剤）及び生物学的物質（例えば、かび及び菌類）に対
する耐性などの有用な特徴のうちの１つ又は複数を提供する。
【０００３】
　一般に、シリコーン感圧性接着剤は、ポリマー又はゴムと粘着付与樹脂との縮合反応に
よって形成されてきた。ポリマー又はゴムは、一般に、高分子量シラノール末端ポリ（ジ
オルガノシロキサン）材料、例えばシラノール末端ポリ（ジメチルシロキサン）（「ＰＤ
ＭＳ」）又はポリ（ジメチルメチルフェニルシロキサン）である。粘着付与樹脂は、一般
に、トリメチルシロキシ基でエンドキャップされた三次元ケイ酸塩構造である。ポリマー
又はゴムの末端シラノール基の他に、粘着付与樹脂は、残留シラノール官能基を有する場
合がある。
【０００４】
　そのような系は、高分子量の出発原料に依存し、したがって、室温で塗布するのに適し
た粘性にするために溶媒で希釈されなければならない。典型的な塗布可能な溶液は、溶媒
（例えば、トルエン又はキシレンなどの芳香族溶媒）中に６０重量％未満の固体を含有す
る。従来のシリコーンＰＳＡを使用するときに５０％を超える揮発性有機化合物（ＶＯＣ
）含有量が共通になるように、塗布前に追加の溶媒が添加されてもよい。
【０００５】
　シリコーンＰＳＡの低ＶＯＣ供給に関して、多くの手法が研究されてきた。例えば、例
えばシリコン結合水素、シリコン結合ビニル、シリコン結合エポキシ、及びシリコン結合
アクリレートを含むポリマーなどの低粘性で高官能性のシリコーンポリマーを主成分とす
る水性エマルジョン系及び液体無溶媒系が研究されてきた。シリコン結合加水分解性官能
基（例えば、アルコキシ基、アセトキシ基、又はオキシム基）に依存するホットメルト湿
気硬化型シリコーンＰＳＡも試みられてきた。
【０００６】
　このような進歩にもかかわらず、シリコーンＰＳＡの低ＶＯＣ供給のためのより頑強な
方法が相変わらず必要である。また、より多様なシリコーン化学物質を使用できるように
し、それにより、より広範囲の最終性能特性を可能にする低ＶＯＣ供給プロセスも必要で
ある。
【０００７】
　幾つかのシリコーンＰＳＡ配合物は、溶媒除去後に許容可能な性能を提供し、幾つかの
系は、付加的な架橋処理から利益を得る。従来のシリコーンＰＳＡは、特定タイプの触媒
を使用する熱プロセスによって硬化される。例えば、白金触媒は付加硬化系と共に使用さ
れ、過酸化物（例えば、過酸化ベンゾイル）は水素引抜硬化系と共に使用され、錫触媒は
湿気／縮合硬化系と共に使用されてきた。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　一般に、これらの手法のうちの幾つかは、シロキサン主鎖に結合された反応性官能基を



(3) JP 5662329 B2 2015.1.28

10

20

30

40

必要とする。例えば、付加硬化白金触媒系は、一般に、シリコン結合ビニル官能基とシリ
コン結合水素との間のヒドロシレーション反応に依存する。一般に、特に早期硬化を回避
しなければならないホットメルト塗布又は他の状況では、触媒を使用せずに硬化させるこ
とができるシリコーン接着系を有することが望ましい場合がある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　簡潔に言えば、一態様において、本開示は、架橋シリコーン系材料を作製する方法を提
供する。この方法は、シリコーン材料を含む組成物をホットメルト処理する工程と、その
組成物に電子ビーム照射にさらして架橋シリコーン系材料を形成する工程とを含む。組成
物には、有効量の触媒及び開始剤がない。幾つかの実施形態では、ホットメルト処理する
工程は、押し出し成形することを含む。
【００１０】
　幾つかの実施形態では、シリコーン材料は、非官能化シリコーン材料である。幾つかの
実施形態では、シリコーン材料は、シロキサン主鎖と少なくとも１つの官能基とを含む。
幾つかの実施形態では、官能基は全てヒドロキシ基である。
【００１１】
　幾つかの実施形態では、架橋シリコーン系材料は、シリコーン感圧性接着剤である。幾
つかの実施形態では、架橋シリコーン系材料は、シリコーンフォームである。幾つかの実
施形態では、架橋シリコーン系材料は、非粘着性シリコーンフォームである。
【００１２】
　幾つかの実施形態では、シリコーン材料は、ポリシロキサン、例えば、ポリ（ジアルキ
ルシロキサン）又はポリ（ジメチルシロキサン）である。幾つかの実施形態では、ポリシ
ロキサンは、芳香族シロキサンである。
【００１３】
　幾つかの実施形態では、組成物は、粘着付与剤、例えば、ＭＱ樹脂粘着付与剤を更に含
む。
【００１４】
　別の態様では、本開示は、本開示の方法により作製された架橋シリコーン系材料を提供
する。幾つかの実施形態では、シリコーン感圧性接着剤は、架橋シリコンエラストマーを
含み、この接着剤には、実質的に触媒及び開始剤がない。幾つかの実施形態では、接着剤
は、粘着付与剤、例えば、ＭＱ樹脂粘着付与剤を更に含む。幾つかの実施形態では、材料
は、発泡体である。幾つかの実施形態では、材料は、非粘着性フィルムである。
【００１５】
　本開示の上記の概要は、本発明の各実施形態を説明することを意図したものではない。
また、本発明の１つ以上の実施形態の詳細を、以下の説明に記載する。本発明の他の特徴
、目的、及び利点は、その説明から、また特許請求の範囲から明らかとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本開示の幾つかの実施形態による例示的なフォームコアテープ。
【図２】本開示の幾つかの実施形態による例示的な架橋ポリシロキサンフォーム。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　一般に、本開示の架橋シロキサンネットワークは、官能性又は非官能性のシリコーン材
料から形成することができる。一般に、シリコーン材料は、油、流体、ゴム、エラストマ
ー又は樹脂、例えば、砕けやすい固体樹脂であってよい。幾つかの実施形態では、非官能
化シリコーン材料は、脂肪族及び／又は芳香族置換基を有するシロキサン主鎖を示す以下
の化学式によって表される線形材料であってよい。
【００１８】
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【化１】

ここで、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、独立してアルキル基及びアリール基から成る群か
ら選択され、各Ｒ５はアルキル基であり、ｎ及びｍは整数であり、ｍとｎのうちの少なく
とも一方は０ではない。幾つかの実施形態では、アルキル基又はアリール基のうちの１つ
又は複数はハロゲン置換基、例えばフッ素を含むことができる。例えば、幾つかの実施形
態では、アルキル基のうちの１つ又は複数は、－ＣＨ２ＣＨ２Ｃ４Ｆ９であってよい。
【００１９】
　幾つかの実施形態では、Ｒ５はメチル基であり、即ち、非官能化シリコーン材料は、ト
リメチルシロキシ基で終端している。幾つかの実施形態では、Ｒ１及びＲ２はアルキル基
であり、ｎは０であり、即ち、材料はポリ（ジアルキルシロキサン）である。幾つかの実
施形態では、アルキル基はメチル基、即ちポリ（ジメチルシロキサン）（「ＰＤＭＳ」）
である。幾つかの実施形態では、Ｒ１はアルキル基であり、Ｒ２はアリール基であり、ｎ
は０であり、即ち、材料は、ポリ（アルキルアリールシロキサン）である。幾つかの実施
形態では、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ２はフェニル基であり、即ち、材料は、ポリ（メチ
ルフェニルシロキサン）である。幾つかの実施形態では、Ｒ１及びＲ２はアルキル基であ
り、Ｒ３及びＲ４はアリール基であり、即ち、材料は、ポリ（ジアルキルジアリールシロ
キサン）である。幾つかの実施形態では、Ｒ１及びＲ２はメチル基であり、Ｒ３及びＲ４
はフェニル基であり、即ち、材料は、ポリ（ジメチルジフェニルシロキサン）である。
【００２０】
　幾つかの実施形態では、非官能化シリコーン材料は、分枝状であってもよい。例えば、
Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及び／又はＲ４基のうちの１つ又は複数は、アルキル又はアリール（ハ
ロゲン化アルキル又はアリールを含む）置換基及び末端Ｒ５基を有する直鎖又は分岐シロ
キサンであり得る。
【００２１】
　本明細書で使用されるとき、「非官能性基」は、炭素、水素、及び実施形態によっては
ハロゲン（例えば、フッ素）原子から成るアルキル基又はアリール基のいずれかである。
本明細書で使用されるとき、「非官能化シリコーン材料」は、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４及
びＲ５基が非官能性基のものである。
【００２２】
　一般に、官能性シリコーン系は、出発原料のシロキサン主鎖に結合された特定の反応性
基（例えば、水素基、水酸基、ビニル基、アリル基又はアクリル基）を含む。本明細書で
使用されるとき、「官能化シリコーン材料」は、式２のＲ基のうちの少なくとも１つが官
能基のものである。
【００２３】

【化２】

【００２４】
　幾つかの実施形態では、官能性シリコーン材料は、Ｒ基のうちの少なくとも２つが官能
基のものである。一般に、式２のＲ基は、独立して選択され得る。幾つかの実施形態にお
いて、存在する唯一の官能基は、水酸基、例えば、シラノール末端ポリジメチルシロキサ
ンなどのシラノール末端ポリシロキサンである。
【００２５】



(5) JP 5662329 B2 2015.1.28

10

20

30

40

50

　官能性Ｒ基の他に、Ｒ基は、非官能性基、例えば、ハロゲン化（例えばフッ素化）アル
キル基及びアリール基を含むアルキル基又はアリール基であってもよい。幾つかの実施形
態では、官能化シリコーン材料は、分枝状であってもよい。例えば、Ｒ基のうちの１つ又
は複数は、官能性及び／又は非官能性の置換基を有する直鎖又は分岐シロキサンであり得
る。
【００２６】
　一般に、分子量が低く粘性が低い材料は、流体又は油と呼ばれ、分子量が高く粘性が高
い材料はゴムと呼ばれるが、これらの用語に厳密な区別はない。一般に、用語「流体」及
び「油」は、２５℃で１，０００，０００ｍＰａ・秒以下（例えば、６００，０００ｍＰ
ａ・秒未満）の動的粘度を有する材料を指し、２５℃で１，０００，０００ｍＰａ・秒を
超える（例えば、少なくとも１０，０００，０００ｍＰａ・秒の）動的粘度を有する材料
は、「ゴム」と呼ばれる。
【００２７】
　本開示の感圧性接着剤は、シリコーン材料（例えば、シリコーンゴム又はエラストマー
）を適切な粘着付与樹脂と組み合わせ、得られた組み合わせをホットメルト塗布し、電子
ビーム（Ｅビーム）照射を使用して硬化させることによって調製することができる。一般
に、感圧性接着剤の配合に有用な任意の既知の添加物（例えば、染料、色素、充填剤、難
燃剤、レオロジー変性剤、流動剤、界面活性剤、ミクロスフェア（例えば、膨張性ミクロ
スフェア）なども含まれてよい。
【００２８】
　一般に、任意の既知の粘着付与樹脂が使用されてよく、例えば、幾つかの実施形態では
、ケイ酸塩粘着付与樹脂が使用されてよい。幾つかの例示的接着剤組成物においては、複
数のケイ酸塩粘着付与樹脂を使用して、望ましい性能を得ることができる。
【００２９】
　適切なケイ酸塩粘着付与樹脂には、以下の構造単位Ｍ（即ち、１価のＲ’３ＳｉＯ１／

２単位）、Ｄ（即ち、２価のＲ’２ＳｉＯ２／２単位）、Ｔ（即ち、３価のＲ’ＳｉＯ３

／２単位）、及びＱ（即ち、４級のＳｉＯ４／２単位）、並びにこれらの組み合わせから
成る樹脂が挙げられる。典型的な例示的ケイ酸塩樹脂としては、ＭＱケイ酸塩粘着付与樹
脂、ＭＱＤケイ酸塩粘着付与樹脂、及びＭＱＴケイ酸塩粘着付与樹脂が挙げられる。これ
らのケイ酸塩粘着付与樹脂は、通常、１００～５０，０００ｇｍ／モル、例えば、５００
～１５，０００ｇｍ／モルの範囲の数平均分子量を有し、一般にＲ’基はメチル基である
。
【００３０】
　ＭＱケイ酸塩粘着付与樹脂は、共重合体樹脂であり、ここで、各Ｍ単位はＱ単位に結合
され、各Ｑ単位は少なくとも１つの他のＱ単位に結合される。Ｑ単位のうちの幾つかは、
他のＱ単位だけに結合される。しかしながら、幾つかのＱ単位は、ヒドロキシルラジカル
に結合されてＨＯＳｉＯ３／２単位（即ち「ＴＯＨ」単位）、をもたらし、それがケイ酸
塩粘着付与樹脂のある程度のシリコン結合ヒドロキシル含量の原因となる。
【００３１】
　シリコン結合水酸基（即ち、シラノール）のＭＱ樹脂上の濃度は、ケイ酸塩粘着付与樹
脂の重量に基づいて、１．５重量％以下、１．２重量％以下、１．０重量％以下、又は０
．８重量％以下まで減らすことができる。これは、例えばヘキサメチルジシラザンをケイ
酸塩粘着付与樹脂と反応させることによって実現することができる。このような反応は、
例えばトリフルオロ酢酸で触媒してもよい。あるいは、トリメチルクロロシラン又はトリ
メチルシリルアセトアミドをケイ酸塩粘着付与樹脂と反応させてもよく、この場合、触媒
は必要ではない。
【００３２】
　ＭＱＤシリコーン粘着付与樹脂は、Ｍ、Ｑ及びＤ単位を有する三元重合体である。幾つ
かの実施形態では、Ｄ単位のメチルＲ’基の幾つかを、ビニル（ＣＨ２＝ＣＨ－）基（「
ＤＶｉ」単位）と置き換えることができる。ＭＱＴケイ酸塩粘着付与樹脂は、Ｍ、Ｑ及び
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Ｔ単位を有する三元重合体である。
【００３３】
　適切なケイ酸塩粘着付与樹脂は、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ（例えば、ＤＣ　２－７０６
６）、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（例えば、Ｓ
Ｒ５４５及びＳＲ１０００）などの供給元から市販されている。
【００３４】
　シリコーン材料、粘着付与樹脂、及び任意選択の添加物は、ホットメルト塗布され硬化
される前に、種々様々な既知の手段のいずれかによって組み合わされてもよい。例えば、
幾つかの実施形態では、様々な成分が、混合機、配合機、粉砕機、押し出し成形機などの
一般的な装置を使用してあらかじめ配合されてもよい。幾つかの実施形態では、ホットメ
ルト塗布プロセスは、押し出し成形である。そのような実施形態では、様々な成分が、様
々な組み合わせで、又は個々に、押し出し成形機の１つ又は複数の別個のポートを介して
合わせられ、押し出し成形機内で配合され（例えば、溶融混合され）、押し出し成形され
てホットメルト塗布組成物を形成することができる。形成される方法にかかわらず、ホッ
トメルト塗布組成物は、電子ビーム照射にさらされることにより硬化される。
【００３５】
　幾つかの実施形態では、本開示の方法及び材料は、シリコーン接着剤フォームなどのシ
リコーンフォームを発泡させるのに使用されることができる。シリコーンフォームは、弾
力性、広い使用温度安定性（例えば、－５０℃～約２００℃）、不活性、及び固有難燃性
などの独特の特性を提供する。一般に、シリコーンフォームは、セルの成長又は膨張（即
ち、発泡プロセス）とセルの安定化（即ち、架橋プロセス）が同時に起こるプロセスで作
製されてきた。シリコーンフォームの最も一般的なセル膨張化学物質は、化学発泡剤、例
えばアゾ含有化合物又は架橋反応による凝縮ガス副生成物に依存する。
【００３６】
　対照的に、本開示の電子ビーム硬化プロセスの使用により、セル膨張、即ち発泡プロセ
ス、及びセル安定化、即ち架橋プロセスを、独立して最適化することができる。幾つかの
実施形態では、これにより、セル構造の制御が改善され、フォームセルサイズの分布を均
一にすることができる。電子ビーム硬化シリコーンフォームは、硬質非ポリマー中空ミク
ロスフェア（例えば、ガラスバブル）、及び熱膨張性ポリマーミクロスフェアなどのポリ
マーミクロスフェアの両方を含むミクロスフェアで作製することができる。
【００３７】
　ガラスバブルは、当該技術分野で既知であり、購入及び／又は当該技術分野で既知の技
術によって作製することができる。有用なガラスバブルには、３Ｍ社から商標「３Ｍ　Ｓ
ＣＯＴＣＨＩＬＩＴＥ　ＧＬＡＳＳ　ＢＵＢＢＬＥＳ」（例えば、等級Ｋ１、Ｋ１５、Ｓ
１５、Ｓ２２、Ｋ２０、Ｋ２５、Ｓ３２、Ｋ３７、Ｓ３８ＨＳ、Ｋ４６、Ａ１６／５００
、Ａ２０／１０００及びＤ３２／４５００）で入手可能なガラスバブル、Ｐｏｔｔｅｒｓ
　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから商標「Ｑ－ＣＥＬＬ　ＨＯＬＬＯＷ　ＳＰＨＥＲＥＳ」（例
えば、等級３０、６０１４、６０１９、６０２８、６０３６、６０４２、６０４８、５０
１９、５０２３及び５０２８）で入手可能なガラスバブル、及びＳｉｌｂｒｉｃｏ　Ｃｏ
ｒｐ．から商標「ＳＩＬ－ＣＥＬＬ」（例えば、等級ＳＩＬ　３５／３４、ＳＩＬ－３２
、ＳＩＬ－４２及びＳＩＬ－４３）で入手可能なガラスバルブが挙げられる。これらのガ
ラスバブルは、一般に、０．１ｇ／ｃｍ３～０．５ｇ／ｃｍ３の範囲の平均密度、及び５
～２５０マイクロメートルの範囲の平均バブルサイズを有する。
【００３８】
　ポリマーミクロスフェアは、ポリマーシェルを有する中空球体である。幾つかの実施形
態では、膨張性ポリマーミクロスフェアを使用することができる。そのような膨張性ミク
ロスフェアは、気体、液体又はこれらの組み合わせ（例えば、プロパン、ブタン、ペンタ
ン、イソブテン、ネオペンタン及びこれらの組み合わせ）の形態のポリマーシェル及びコ
ア材料を含む。加熱すると、シェルが柔らかくなりコアが膨張して、シェルが壊れること
なく膨張する。冷却すると、シェルは再び硬化し、膨張性ミクロスフェアは膨張したまま
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になる。例示的な熱膨張性ポリマーミクロスフェアは、アクリロニトリル含有シェル及び
適切なコア材料を有し、有用な膨張性ミクロスフェアには、Ｈｅｎｋｅｌから商標「ＭＩ
ＣＲＯＰＥＡＲＬ」（例えば、等級Ｆ３０、Ｆ８０及びＦ１００）で入手可能なミクロス
フェア、及びＡｋｚｏ－Ｎｏｂｅｌから商標ＥＸＰＡＮＣＥＬ（例えば、「Ｅｘｐａｎｃ
ｅｌ　５５１」、「Ｅｘｐａｎｃｅｌ　４６１」及び「Ｅｘｐａｎｃｅｌ　０９１」）で
市販されているミクロスフェアが挙げられる。
【００３９】
　シリコーン材料、ミクロスフェア及び任意選択の添加物は、ホットメルト塗布され硬化
される前に、種々様々な既知の手段のいずれかによって組み合わされてもよい。一般に、
発泡体に有用な任意の既知の添加物（例えば、粘着付与剤、可塑剤、染料、色素、充填剤
、難燃剤、レオロジー変性剤、及び界面活性剤）も含まれてよい。例えば、幾つかの実施
形態では、様々な成分が、混合機、配合機、粉砕機、押し出し成形機などの一般的な装置
を使用してあらかじめ配合されてもよい。幾つかの実施形態では、ホットメルト塗布プロ
セスは、押し出し成形である。そのような実施形態では、様々な成分が、様々な組み合わ
せで、又は個々に、押し出し成形機の１つ又は複数の別個のポートを介して合わせられ、
押し出し成形機内で配合され（例えば、溶融混合され）、押し出し成形されてホットメル
ト塗布組成物を形成することができる。形成される方法にかかわらず、ホットメルト塗布
組成物は、電子ビーム照射にさらされることにより硬化される。
【００４０】
　様々な電子ビーム硬化方法が周知である。硬化は、電子ビームを供給するのに使用され
る特定の機器に依存し、当業者は、使用される機器の線量較正モデルを規定することがで
きる。
【００４１】
　市販の電子ビーム発生装置が、容易に入手可能である。本明細書に述べる例では、照射
処理は、モデルＣＢ－３００電子ビーム発生装置（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ，Ｉ
ｎｃ．（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ、ＭＡ）から入手可能）で実行された。一般に、支持フィ
ルム（例えば、ポリエステルテレフタレート支持フィルム）が、不活性チャンバ内に延在
する。幾つかの実施形態では、両面にライナー（例えば、フルオロシリコーン剥離ライナ
ー）を有する未硬化材料の試料（「閉面」）が、支持フィルムに付着され、約２０フィー
ト／分（６．１メートル／分）の定速で搬送されてもよい。幾つかの実施形態では、未硬
化材料の試料が一方のライナーに適用され、反対面にライナーがなくてもよい（「開面」
）。
【００４２】
　未硬化材料は、剥離ライナーを通して片側から電子ビーム照射にさらされてもよい。単
一層の積層粘着型テープを作製するには、電子ビームに１回通すことで十分であり得る。
フォームテープなどのより厚い試料は、テープの断面全体に硬化勾配を呈する場合があり
、その結果、未硬化材料を両面から電子ビーム照射にさらすことが望ましい場合がある。
【００４３】
　シリコーン材料を硬化させるための以前の方法と対照的に、本開示の方法は、触媒又は
開始剤の使用を必要としない。したがって、本開示の方法は、触媒又は開始剤を「実質的
に含まない」組成物を硬化させるのに使用することができる。本明細書で使用されるとき
、組成物が「有効量」の触媒又は開始剤を含まない場合は、組成物は「触媒及び開始剤を
実質的に含まない」。触媒又は開始剤の「有効量」は、触媒又は開始剤の種類、硬化性材
料の組成、及び硬化方法（例えば、熱硬化、紫外線硬化など）を含む様々な要素に依存す
ることがよく理解されよう。幾つかの実施形態では、特定の触媒又は開始剤は、その触媒
又は開始剤の量により、組成物の硬化時間が、その触媒又は開始剤なしで同じ硬化条件で
の同じ組成物の硬化時間より少なくとも１０％短くならない場合に、「有効量」で存在し
ない。
【実施例】
【００４４】
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　以下の実施例は、様々なシリコーン化学物質を電子ビーム（Ｅビーム）照射で硬化させ
て感圧性接着剤を得ることができるという本発明者の驚くべき発見を示す。そのような電
子ビーム硬化接着剤の性能は、従来の硬化に必要とされる触媒又は開始剤を使用しなくて
も、従来方法を使用して硬化された同じ接着剤と同等である。
【００４５】
　比較のため、３つの試料をシリコーン化学物質のそれぞれで調製した。即ち、シリコー
ンが硬化していない参照例、触媒の使用により適切な従来方法によってシリコーンが硬化
された比較例、並びに触媒及び開始剤なしで電子ビーム照射でシリコーンが硬化された本
開示の例である。試料は、以下の試験により、剥離粘着力及び静剪断力が試験された。
【００４６】
　剥離粘着力試験。剥離粘着力は、ＩＮＳＴＲＯＮ引張試験機を使用して測定した。粘着
性試料は、幅１．２７ｃｍ、長さ１１．４ｃｍに細長く切られ、粘着物の主面の１つを使
用して厚さ０．１２７ｍｍ、幅１．６ｃｍのアルミニウム箔裏材に積層された。次に、得
られたテープを、４．５ｌｂ（２ｋｇ）硬質ゴムローラを４回完全通過させてきれいなパ
ネルに貼り付けた。試験前に、試料を、２０分間又は３日間、試験前に室温（２２℃）及
び相対湿度５０％にてエージングした。次に、パネルをＩＮＳＴＲＯＮ引張試験機に取り
付け、テープを３０．５ｃｍ／分の速度で９０度の角度で引き剥がした。結果を０．５イ
ンチ（１．２７ｃｍ）当たりのポンドで測定し、Ｎ／ｃｍに変換した（即ち、３．５Ｎ／
ｃｍ＝１ｌｂｆ／０．５インチ）。
【００４７】
　静剪断試験。剪断試験。寸法２．５４ｃｍ×１．２７ｃｍのテープ試料を、寸法２．５
４ｃｍ×５．０８ｃｍのパネルに積層して、テープの縁がパネルの縁と同一広がりをもつ
ようにした。パネルを１．２７ｃｍ重ねることで、反対方向に延びるテープとパネルの自
由端とを覆った。パネルの一端を、７０℃に設定された炉内のラックに吊るし、他のパネ
ルの端の底部から５００グラムの重りを吊るし、それにより、テープ試料に剪断応力をか
けた。吊るされたパネルから底部パネルが離れる時間を最大１０，０００分間監視した。
破損する迄の時間を、分で記録した。１０，０００分間持ち堪えた試料は、「１０，００
０＋」の値を記録した。
【００４８】
　剥離試験及び剪断試験は、ポリプロピレンパネル及び塗装パネルの両方を使用して行な
われた。ポリプロピレンパネルは、Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｐｌａｑｕｅ　Ｉｎｃ．（Ｍｅｌ
ｖｉｎｄａｌｅ、ＭＩ）から得られた。塗装パネルは、ＡＣＴ（Ｈｉｌｌｄａｌｅ、ＭＩ
）によるＡＰＲ４６３３６と確認された。受け取ったままの状態で、塗装パネルは、典型
的な自動車塗装系を使用して調製された。基本電気塗装、着色下地塗装、及び低界面エネ
ルギーカルバメート架橋無着色アクリル系クリア塗装から成る自動車塗装系が、ステンレ
ス鋼パネルに適用された。得られた試験面には、「Ａｃｃｕ－Ｄｙｎｅ」ソリューション
を使用して測定されたとき、３２ダイン／ｃｍの界面エネルギーがあった。
【００４９】
　発泡体密度試験手順フォームシートの厚さ（Ｌ）が測定された。ナイフカッターでフォ
ームシートを切断して、１インチ×１インチ（２．５４ｃｍ×２．５４ｃｍ）の正方形の
断面領域を有する試料を形成した。試料の重量は、グラムで測定された。密度は、試料の
重量をその体積で割ることによって計算され、体積は、試料の厚さとその断面積との積で
ある。
【００５０】
　試料の調製に使用される材料を表１にまとめる。
【００５１】
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【表１】

【００５２】
　シリーズ１：ＤＣ－７６５８
【００５３】
　参照例ＲＥ－１。ＤＣ－７６５８を、受け取ったままの状態で、１２７マイクロメート
ル（５ミル）のギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に
塗布した。塗布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。
【００５４】
　比較例ＣＥ－１。１２５グラムのＤＣ－７６５８をガラスジャー内で０．５グラムのＤ
Ｃ－７６７８（架橋剤）及び０．５グラムのＳｙｌ－Ｏｆｆ－４０００（触媒）と混合し
、ローラミキサ上に室温で４時間置いた。混合溶液を、１２７マイクロメートルのギャッ
プを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗布された
試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。
【００５５】
　実施例１Ａ、１Ｂ及び１Ｃ。ＤＣ－７６５８を、受け取ったままの状態で、１２７マイ
クロメートルのギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に
塗布した。塗布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。次に、乾燥試
料を、５０ｐｐｍ未満の酸素レベルで４．００５ジュール（２５０ｋｅｖ）及び様々な線
量レベル（１Ｍｒａｄ（ＥＸ－１Ａ）、５Ｍｒａｄ（ＥＸ－１Ｂ）及び９Ｍｒａｄ（ＥＸ
－１Ｃ））の電子ビームチャンバに通した。
【００５６】
　シリーズ２：ＤＣ－７３５５
【００５７】
　参照例ＲＥ－２。ＤＣ－７３５５を、得られたままの状態で、１２７マイクロメートル
のギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗
布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。
【００５８】
　比較例ＣＥ－２。１００グラムのＤＣ－７３５５及び４グラムの触媒（ＳＩＤ－３３５
２－Ｏ）を、ガラスジャー内で混合し、その後このガラスジャーを、ローラミキサ上に室
温で４時間置いた。混合溶液を、１２７マイクロメートルのギャップを有するナイフ塗布
機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗布された試料は、直ちに７０℃
の炉内で１０分間乾燥され、次いで１５０℃で更に１５分間硬化された。
【００５９】
　実施例２Ａ、２Ｂ及び２Ｃ。ＤＣ－７３５５を、得られたままの状態で、１２７マイク
ロメートルのギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗
布した。塗布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。乾燥試料を、５
０ｐｐｍ未満の酸素レベルで４．００５ジュール（２５０ｋｅｖ）及び様々な線量レベル
（１Ｍｒａｄ（ＥＸ－２Ａ）、５Ｍｒａｄ（ＥＸ－２Ｂ）及び９Ｍｒａｄ（ＥＸ－２Ｃ）
）の電子ビームチャンバに通した。
【００６０】
　シリーズ３：Ｑ２－７７３５
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【００６１】
　参照例ＲＥ－３。Ｑ２－７７３５を、得られたままの状態で、１２７マイクロメートル
のギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗
布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。
【００６２】
　比較例ＣＥ－３。１００グラムのＱ２－７７３５及び４グラムのＳＩＤ－３３５２－Ｏ
（触媒）を、ガラスジャー内で混合し、その後このガラスジャーを、ローラミキサ上に室
温で４時間置いた。混合溶液を、１２７マイクロメートルのギャップを有するナイフ塗布
機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗布された試料は、直ちに７０℃
の炉内で１０分間乾燥され、次いで１５０℃で更に１５分間硬化された。
【００６３】
　実施例３Ａ、３Ｂ及び３Ｃ。Ｑ２－７７３５を、得られたままの状態で、１２７マイク
ロメートルのギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗
布した。塗布された試料は、直ちに７０℃の炉内で１５分間乾燥された。乾燥試料を、５
０ｐｐｍ未満の酸素レベルで４．００５ジュール（２５０ｋｅｖ）及び様々な線量レベル
（１Ｍｒａｄ（ＥＸ－３Ａ）、５Ｍｒａｄ（ＥＸ－３Ｂ）及び９Ｍｒａｄ（ＥＸ－３Ｃ）
）の電子ビームチャンバに通した。
【００６４】
　シリーズ４：ＤＣ－２０１３
【００６５】
　参照例ＲＥ－４。ＤＣ－２０１３を、受け取ったままの状態で、５１マイクロメートル
（２ミル）のギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗
布した。
【００６６】
　比較例ＣＥ－４。５０グラムのＤＣ－２０１３、０．３グラムのＤＣ－７６７８（架橋
剤）及び０．３グラムのＤＣ－４０００（触媒）を、ローラミキサ上に室温で４時間置か
れたガラスジャー内で混合した。混合溶液を、５１マイクロメートルのギャップを有する
ナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗布した。塗布された試料は、直
ちに７０℃の炉内で１５分間硬化された。
【００６７】
　実施例４Ａ、４Ｂ及び４Ｃ。ＤＣ－２０１３を、受け取ったままの状態で、５１マイク
ロメートルのギャップを有するナイフ塗布機を使用してＰＥＴ－３ＳＡＣフィルム上に塗
布した。塗布された試料を、５０ｐｐｍ未満の酸素レベルで４．００５ジュール（２５０
ｋｅｖ）及び様々な線量レベル（１Ｍｒａｄ（ＥＸ－４Ａ）、５Ｍｒａｄ（ＥＸ－４Ｂ）
及び９Ｍｒａｄ（ＥＸ－４Ｃ））の電子ビームチャンバに通した。
【００６８】
　参照例及び比較例と比較した例示的な電子ビーム接着剤の剥離粘着力及び静剪断力性能
を表２にまとめる。
【００６９】
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【表２】

【００７０】
　幾つかの実施形態では、本開示のシリコーンＰＳＡは、フォームコアテープのスキン接
着層として有用な場合がある。例示的なフォームコアテープを図１に示す。テープ１０は
、フォームコア２０及びシリコーンＰＳＡ層３０を含む。ＰＳＡ層とフォームコアとの間
には、任意選択のプライマー層（primer layer）４０が挟まれる。幾つかの実施形態では
、フォームコア２０の反対面に第２の接着層５０が付着されてもよい。この場合も、幾つ
かの実施形態では、接着層をフォームコアに接着させるのを助けるためにプライマー層が
使用されてもよく、あるいは図１に示すように、接着層５０がフォームコア２０に直接接
着されてもよい。
【００７１】
　例示的なフォームコアは、アクリレート、シリコーン、ポリオレフィン、ポリウレタン
及びゴム（例えば、ブロックコポリマー）のうちの１つ又は複数を含む。これらの材料は
、球体（例えば、膨張性ミクロスフェアを含むガラス及びポリマーミクロスフェア）の封
入、起泡、化学発泡剤の使用などの任意の既知の技術によって発泡されてよい。幾つかの
実施形態では、フォームコア（例えば、シリコーンフォームコア）は、シリコーンＰＳＡ
と別個に、又は同じ工程で電子ビーム硬化されてもよい。
【００７２】
　フォームコアテープに加えて、本開示のシリコーンＰＳＡの幾つかは、内部支持体（例
えば、スクリム）の有無にかかわらず、独立フィルム（free film）として使用されても
よい。シリコーンＰＳＡは、他の片面塗布及び両面塗布テープ構造の一部として使用され
てもよく、即ち、支持層、例えば紙、ポリマーフィルム（例えば、ポリテトラフルオロエ
チレン又はウレタンポリマーなどのフッ素化ポリマー）、又は金属箔に直接又は間接的に
接着されてもよい。
【００７３】
　シリコーンスキン接着剤を有するフォームコアテープは、表３に商標によって示される
ような様々な市販のシリコーン感圧性接着剤材料を使用して調製された。
【００７４】
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【表３】

【００７５】
　シリコーン材料は、乾燥厚さ５０マイクロメートル（２ミル）になるように、下準備さ
れたポリエステルフィルム上にナイフ塗布され、７０℃で１５分間乾燥された。得られた
テープは、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）の加速電圧及び６Ｍｒａｄの線量にて電子
ビーム照射された。電子ビームユニットは、ブロードバンドカーテン型電子ビーム処理装
置（ＰＣＴ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｅｄ　Ｓｙｓｔｅｍｓ、ＬＬＣ、Ｄａｖｅｎｐｏｒｔ、Ｉ
Ａ）であった。非架橋試料及び電子ビーム架橋試料を、剥離試験（表４ａ）及び剪断試験
（表４ｂ）により試験した。
【００７６】
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【表４】

【００７７】

【表５】

【００７８】
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　次に、これらの同じ材料を使用してフォームコアテープを形成した。シリコーン材料は
、最初に、乾燥厚さ５０マイクロメートル（２ミル）になるように、フルオロシリコーン
ライナー上にナイフ塗布され、７０℃で１５分間乾燥された。次に、乾燥シリコーンＰＳ
Ａは、ＡＤＨＥＳＩＯＮ　ＰＲＯＭＯＴＥＲ　４２９８ＵＶ（シクロヘキサン、キシレン
、エチルアルコール、エチルベンゼン、酢酸エチル、アクリルポリマー、塩素化ポリオレ
フィン及びイソプロピルアルコールを含有する液体プライマー。３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ、
Ｓｔ．Ｐａｕｌ、ＭＮから入手可能）で塗布され、ＡＣＲＹＬＩＣ　ＦＯＡＭ　ＴＡＰＥ
　５３４４（中間密度アクリルフォームコア及びフォームコアの両側にアクリル接着剤を
有するテープ。３Ｍから入手可能）に積層された。これらの積層体は、フルオロシリコー
ンライナーによって支持されたまま、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）の加速電圧並び
に６及び１０Ｍｒａｄの線量で電子ビーム照射された。電子ビームユニットは、ブロード
バンドカーテン型電子ビーム処理装置（ＰＣＴ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｅｄ　Ｓｙｓｔｅｍｓ
、ＬＬＣ、Ｄａｖｅｎｐｏｒｔ、ＩＡ）であった。更に、電子ビーム架橋試料を、剥離試
験及び剪断試験により試験した。結果を表５ａ及び表５ｂにまとめる。凝集破壊は観察さ
れなかった。
【００７９】
【表６】

【００８０】
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【表７】

【００８１】
　ホットメルト塗布試料
【００８２】
　実施例ＨＭ－１。１キログラムのＰＳＡ５９０（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍ
ａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓから受け取ったままの状態で使用された）をアルミニウム
トレー内で６６℃（１５０°Ｆ）にて一週間乾燥させた。乾燥された接着剤は、ツインス
クリュー押し出し成形機（Ｂｅｒｓｔｏｒｆｆから入手可能）に供給され、回転ロッドダ
イ塗布機（rotary rod die coater）で乾燥厚さ５０マイクロメートル（２ミル）にて、
フルオロシリコーン塗布ＰＥＴライナー（Ｌｏｐａｒｅｘ製の２　ＣＬ　ＰＥＴ　５１０
０／５１００）上に塗布された。塗布された試料は、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）
及び６Ｍｒａｄにて更に電子ビーム照射された。
【００８３】
　実施例ＨＭ－１Ｆ。ＡＤＨＥＳＩＯＮ　ＰＲＯＭＯＴＥＲ　４２９８ＵＶ（３Ｍ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ）で下準備された５６６６フォームテープ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ）の表面に
実施例ＨＭ－１の硬化接着剤を積層することによりフォームコアテープを調製した。
【００８４】
　実施例ＨＭ－２～ＨＭ－７は、ＥＬ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＮＡ（Ｗａｃｋｅｒ）とＴＭＳ
－８０３（Ｗａｃｋｅｒ）とをＢｒａｂｅｎｄｅｒ内で１２０℃（２５０°Ｆ）にて６０
分間混合することによって調製された。混合物は、下準備されたＰＥＴフィルムとフルオ
ロシリコーン塗布ＰＥＴライナー（Ｌｏｐａｒｅｘ製の２　ＣＬ　ＰＥＴ　５１００／５
１００）との間で、厚さ５０マイクロメートル（２ミル）の未硬化接着層にホットプレス
された。次に、接着層に電子ビーム（４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）及び６Ｍｒａｄ
）を照射した。
【００８５】
　実施例ＨＭ－２Ｆ～ＨＭ－７Ｆは、実施例ＨＭ－２～ＨＭ－７の未硬化接着層を、ＡＤ
ＨＥＳＩＯＮ　ＰＲＯＭＯＴＥＲ　４２９８ＵＶ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ）で下準備され
た５６６６フォームテープ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ）の表面に積層することにより調製さ
れた。次に、得られた構造物を電子ビーム照射（４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）及び
６Ｍｒａｄ）にさらした。
【００８６】
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【表８】

【００８７】
　ホットメルト塗布試料の剥離及び剪断を試験した。結果を表７にまとめる。
【００８８】
【表９】

【００８９】
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【表１０】

【００９０】
　実施例ＨＭ－８。３８００ｇのＥＬポリマーＮＡ（Ｗａｃｋｅｒ）及び６２００ｇのＴ
ＭＳ－８０３（Ｗａｃｋｅｒ）は、２６０℃（５００°Ｆ）でツインスクリュー押し出し
成形機（Ｂｅｒｓｔｏｒｆｆから入手可能）に供給され、回転ロッドダイ塗布機によって
、ＥＸ４０１１フォームテープ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ）上に乾燥厚さギャップ５０マイ
クロメートル（２ミル）で塗布された。フォームテープの接着剤塗布面は、フルオロシリ
コーン塗布ＰＥＴライナー（Ｌｏｐａｒｅｘ製の２　ＣＬ　ＰＥＴ　５１００／５１００
）によって覆われ、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）及び６又は１２Ｍｒａｄにて電子
ビーム照射された。
【００９１】
　実施例ＨＭ－９。実施例ＨＭ－９は、３４００ｇのＥＬポリマーＮＡと６６００ｇのＴ
ＭＳ－８０３が使用されたことを除き、実施例ＨＭ－８の手順にしたがって調製された。
【００９２】
　実施例ＨＭ－８及びＨＭ－９は、２つの基材上の剥離粘着力に関して試験された。剥離
は、２０分の静止及び４８時間の静止の後に測定された。
【００９３】
【表１１】

【００９４】
　発泡体実施例。
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【００９５】
　電子ビーム硬化シリコーンフォームを調製するために使用された材料を表９にまとめる
。
【００９６】
【表１２】

【００９７】
　実施例Ｆ－１は、２０ｇのＥＬ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＮＡ、３ｇのＴＭＳ８０３、及び２
ｇのＦ１００膨張性ミクロスフェアを、Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ内で９３℃（２００°Ｆ）、
１６ＲＰＭにて混合することによって調製された。次に、混合物を２０４℃（４００°Ｆ
）でホットプレッサ（Ｃａｒｖｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｒｅｓｓ）で発泡させた
。得られた厚さ１．６５ｍｍ（６５ミル）のフォームシートは、乳白色で自己粘着性であ
った。次に、このフォームシートに両側から４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）、６Ｍｒ
ａｄにて電子ビームを照射した。こうして作製された硬化自己粘着性シリコーンフォーム
は、９．７５ｇ／インチ３の密度を有していた。
【００９８】
　発泡体実施例Ｆ－２～Ｆ－１９は、表１０Ａ及び図１０Ｂに示す配合により調製された
。成分は、スピードミキサ（ＤＡＣ　６００　ＦＶＺ）で５分間、２３５０ＲＰＭにて混
合された。次に、混合物を、２０４℃（４００°Ｆ）でホットプレッサ（Ｃａｒｖｅｒ　
Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｒｅｓｓ）で圧縮させた。得られた厚さ１．５ｍｍ（６０ミル
）のフォームシートは乳白色であった。次に、これらのフォームシートに両側から４．８
０ジュール（３００ｋｅｖ）、１５Ｍｒａｄにて電子ビームを照射した。ガラスバブルを
使用する試料の得られた発泡体密度を表１０Ａにまとめる。
【００９９】
【表１３】

【０１００】
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　膨張性ポリマーミクロスフェアを使用する試料の得られた発泡体密度を表９Ｂにまとめ
る。
【０１０１】
【表１４】

【０１０２】
　例示的な架橋ポリシロキサンフォーム２００を、図２に示す。発泡体２００は、ポリマ
ーミクロスフェア２２０が全体に分散した架橋ポリシロキサン材料２１０を含む。図示さ
れていないが、ポリマーミクロスフェアと共に又はその代わりにガラスバブルを含むこと
ができる。
【０１０３】
　幾つかの実施形態では、本開示の材料及び方法を使用して、非官能化シリコーン材料か
ら非感圧性材料を製造してもよい。電子ビーム架橋ポリシロキサンネットワークを有する
そのような材料は、非粘着性シリコーンフィルムなどのフィルム及びコーティングを含む
。
【０１０４】
　非粘着性フィルムの実施例。
【０１０５】
　実施例ＮＴＦ－１は、４０ｇのＥＬ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＮＡ及び４ｇのＣＡＢ－Ｏ－Ｓ
ＩＬ　ＴＳ－７２０ヒュームドシリカ（Ｃａｂｏｔ）を、Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ内で、２０
０℃及び６０ＲＰＭにて約２０分間混合することによって調製された。次に、混合物は、
ホットプレッサ（Ｃａｒｖｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｒｅｓｓ）によって、２つの
フルオロシリコーンライナー（Ｌｏｐａｒｅｘ製の２　ＣＬ　ＰＥＴ　５１００／５１０
０）間で圧縮された。ポリシロキサン組成物は、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）及び
１０Ｍｒａｄにて電子ビーム照射された。得られた厚さ０．１６５ｍｍ（６．５ミル）の
シリコーンフィルムは、透明、不粘着性、及び弾性であった。
【０１０６】
　実施例ＮＴＦ－２は、４０ｇのＤＭＳ－５３（Ｇｅｌｅｓｔ）及び１０ｇのＣＡＢ－Ｏ
－ＳＩＬ　ＴＳ－７２０ヒュームドシリカＴＳ－７２０を、Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ内で、１
００℃及び６０ＲＰＭにて約３０分間混合することにより調製された。次に、混合物は、
ホットプレッサ（Ｃａｒｖｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｒｅｓｓ）によって、２つの
フルオロシリコーンライナー（Ｌｏｐａｒｅｘ製の２　ＣＬ　ＰＥＴ　５１００／５１０
０）間で圧縮された。ポリシロキサン組成物は、４．８０ジュール（３００ｋｅｖ）及び
１０Ｍｒａｄにて電子ビーム照射された。得られた厚さ０．０５ｍｍ（２ミル）のシリコ
ーンフィルムは、透明、不粘着性、及び弾性であった。
【０１０７】
　本発明の様々な改良及び変更が、本発明の範囲及び趣旨から逸脱することなく、当業者
には明らかとなるであろう。
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